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◆投資口価格の推移

* 投資口価格データは終値ベース。
* 2014年1月1日付で1口当たり2口の割合による投資口の分割を実施。
* 投資口価格、及び発行価格は投資口の分割を考慮した数字を記載。
* 出来高は各決算期の期中平均出来高。

’01年’02年 ’03年 ’04年 ’05年 ’06年 ’07年 ’08年 ’09年 ’10年 ’11年 ’12年 ’13年 ’14年 ’15年

80

投資口価格の推移①（上場以降の推移）

◆利回りの推移（実績分配金ベース）

＊分配金利回りは、1口当たり実績分配金（該当期の直前期の分配実績）を投資口価格
（2002年4月1日から2016年9月30日の日次終値）で除し、2倍して年換算。
＊株式平均利回りは確定配当金ベース、東証一部上場銘柄の単純平均利回り、月次ベース、2016年9月時点。
＊定期預金金利（6ヶ月以上1年未満）は月次ベース、2016年8月時点。
＊縦の灰色線は分配金権利落ちの日を表す。
＊出所：日本銀行、東京証券取引所

’02年 ’03年 ’04年 ’05年 ’06年 ’07年 ’08年 ’09年 ’10年 ’11年 ’12年 ’13年 ’14年 ’15年

平均3.76%

新投資口発行

投資口価格 出来高（売買投資口数）

各決算期末（3月・9月末）

’16年

’16年
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● はトピック
は物件取得及び譲渡の発表

投資口価格の推移②（’16年9月期～直近までの推移）
2016年10月31日現在

’16年

2016年5月16日
’16年3月期決算発表

ＭＥＭＯ

2016年9月26日
金沢上堤町ビルの取得を発表



‐50%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

JRE

TOPIX

45%

65%

85%

105%

125%

145%

165%

185%

205%

225%

245%

265%

285%

305%

325%

345%
JRE 平均発行価格 TOPIX TPREAL 東証REIT指数

82

投資口価格の推移③（主な指標との比較）
◆投資口価格の推移（2016年10月31日現在）

◆トータルリターンの推移（2016年10月31日現在）

JRE

平均発行価格

TPREAL
東証REIT指数

TOPIX

* JRE投資口価格については上場時の発行価格262,500円（2分割後）を、TOPIX、TPREAL（TOPIX不動産業指数）につい
ては2001年9月7日の終値（それぞれ1,080.83、770.21）を基準値（100%）として計算。東証REIT指数は2003年3月
31日の終値時点の数値（1,000）を基準値（100%）とした数値。
* TPREAL（TOPIX不動産業指数）は、東証第1部の不動産業のパフォーマンスを表す業種別株価指数。
* グラフを作成する際に用いた価格データは終値ベース。
* 上記の値は過去の一定期間についての推移を示したものであり、将来の推移を示唆するものではない。

’01年 ’02年 ’03年 ’04年 ’05年 ’06年 ’07年 ’08年 ’09年 ’10年 ’11年 ’12年 ’13年 ’14年 ’15年

’02年 ’03年 ’04年 ’05年 ’06年 ’07年 ’08年 ’09年 ’10年 ’11年 ’12年 ’13年 ’14年 ’15年

2016年10月31日
トータルリターン
JRE： 288.6%
TOPIX：70.5%

* トータルリターンはJREの上場日（2001年9月10日）に同銘柄に投資した場合の各保有期間に応じた投資収益率。
トータルリターン＝（（配当金の再投資による購入株数+1）×（直近終値/2001年9月10日の終値）-1）×100
* 日次ベースで2001年9月10日から2016年10月31日時点まで記載。
* 出所：ブルームバーグ

’01年 ’16年

’16年
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対JGBスプレッドの推移
◆JREの分配金利回りスプレッド（対10年JGB利回り）

◆東証REITの分配金利回りスプレッド（対10年JGB利回り）

2016年9月30日現在

* 出所：ブルームバーグ（分配金利回りは実績ベース）

スプレッド平均
2.67%

スプレッド平均
（2003年9月～）

2.55%

2007/6/5
最小値 0.32%

2008/9/30
最大値 5.52%

’02年 ’03年 ’04年 ’05年 ’06年 ’’07年 ’08年 ’09年 ’10年 ’11年 ’12年

2016年9月30日現在

* 出所：ブルームバーグ（東証REIT指数の分配金利回りより算出。分配金利回りは実績ベース）

スプレッド平均
（2003年9月～）

3.35% 2008/10/28
最大値 9.22%

2007/6/5
最小値 0.70%

’03年 ’04年 ’05年 ’06年 ’07年 ’08年 ’09年 ’10年 ’11年 ’12年 ’13年

’13年

’14年

’14年

’15年

’15年
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’16年

’16年
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日米金利比較
◆日米長期金利比較（2016年10月31日現在）

◆日米イールドカーブ比較（2016年10月31日現在）

*長期金利は日米10年国債の利回り。
*出所：ブルームバーグ

’01年 ’02年 ’03年 ’04年 ’05年 ’06年 ’07年 ’08年 ’10年 ’11年 ’12年’09年

*出所：ブルームバーグ
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6M

’13年 ’14年 ’15年
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米国 日本

’16年
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J-REIT市場動向

* 「複合型」は2用途の不動産で運用を行うJ-REITとし、「総合型」は3用途以上の不動産で運用するJ-REITとして分類。
* 出所：各J-REIT有価証券届出書、有価証券報告書、WEBサイト

◆J-REIT時価総額と上場銘柄数（2016年10月31日現在）

◆用途タイプ別のJ-REIT時価総額構成比（2016年10月31日現在）

* 出所：ブルームバーグ

’01年 ’02年 ’03年 ’04年 ’05年 ’06年 ’07年 ’08年 ’09年 ’10年 ’11年 ’12年 ’13年 ’14年 ’15年

2001/9/10
J-REIT市場創設

時価総額：約2,600億円
上場銘柄数：2 （JRE, NBF）

’16年

2016/10/31
時価総額：約11兆5,402億円

上場銘柄数：56
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将来予想に関する記述についてのご説明

本資料には、ジャパンリアルエステイト投資法人（以下、当投資法人という）
の計画と見通しを反映した、将来予想に関する記述に該当する情報が記載され
ております。
本資料における記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かか
る将来予想に関する記述に該当します。
これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされた当投資
法人ないしジャパン リアルエステイト アセット マネジメント株式会社の仮定
および判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確
実性ならびにその他の要因が内在しており、これらの要因による影響を受ける
おそれがあります。
これらの要因には、当投資法人の内部成長および外部成長にかかるリスクや投
資口１口当たりの収益力にかかるリスク等が含まれます。
かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述
に明示的または黙示的に示される当投資法人の将来における業績、経営結果、
財務内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。
当投資法人は、本資料の日付後において、将来予想に関する記述を更新して公
表する義務を負うものではありません。
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